
公募要領等に関する質問回答

令和　8年　9月　11日
1 公募要領に対する質問

№ 頁 大項目 中項目 小項目 項目名 質問内容 回答

1 5 第２章 ５ （1）
イ　土木・建築工事
（参考）

「土木・建築工事（参考）」の設計業務が本工
事対象となっていますが、設計瑕疵に伴う変
更工事費用は設計・プラント設備工事（本工
事）の範囲となるのでしょうか。

ご理解の通りです。
土木工事、建築工事における設計変更による
増額、減額の負担は、当初設計において明ら
かな違算、瑕疵においては、負担を求めま
す。
また、設計業務に関しては、土木・建築工事
業者による施工進捗確認とともに変更設計対
応も実施していただきます。
そのことが事業者提案（全体工程）の遵守に
つながるものと期待しています。
瑕疵ではない設計変更時の費用負担は下記の
通りです。
・実施設計後の組合事由による変更要望によ
るもの：組合負担
・施工瑕疵によるもの：土木・建築工事業者
負担

2 5 第２章 ５ （1）

イ　土木・建築工事
（参考）
表1　本工事の工事内
容

設計・プラント業者は、現場施工時の土建等
所掌範囲以外の現場監理は実施しなくても良
いという事でよろしいでしょうか。ご教示願
います。

ご理解の通りです。
なお、土木工事、建築工事に関しても中間検
査、完了検査等は設計者として必要な調整及
び検査立会等をお願いします。
また、優先交渉権者選定基準で示す通り、土
木工事、建築工事に対しても設計・プラント
設備工事業者による積極的な関与を期待し、
評価します。

3 6 第２章 ７ 事業方式

本組合が別途発注する運営・維持管理業者が
実施すると記載ありますが、本事業発注前に
は案等は、ご教示いただけるのでしょうか。
ご教示願います。

添付資料10　管理運営事業発注仕様書（案）
をご参考ください。

4 6 第２章 ８ 業務範囲
交付金作成における元データ等は、プラント
部分のみ所掌範囲ということでよろしいで
しょうか。ご教示願います。

設計・プラント設備工事業者には土木工事、
建築工事を含めた本施設すべてを設計してい
ただくため、プラント部分に限りません。設
計・プラント設備工事業者には、交付金手続
きについて、事業期間にわたって主体的に対
応していただきます。

5 6 第２章 ８ 業務範囲

「設計・プラント設備工事業者は、工事期間
を通じ、循環型社会形成推進交付金や地域未
来交付金等の申請や行政手続等、本組合が実
施する業務に対して協力する。」とあります
が、別途工事に関する交付金申請は発注され
る企業にて対応するとの理解でよろしいで
しょうか。
また、設計・プラント設備工事業者にて対応
するのであれば業務内容についてご教示いた
だけますでしょうか。

基本的な考え方はNo4のとおりです。なお、
交付金申請において必要となる年度別事業計
画調書や諸経費計算書、種別明細書の作成は
当然ですが、それらに加えて起債額算出資料
についても設計・プラント設備工事業者の協
力を求めます。

6 6 第２章 ８ (1) ア　設計業務

設計・プラント設備工事業者は、エネルギー
回収型廃棄物処理施設の建築確認（計画通
知）等の許認可等手続き行うとあり、土木許
認可の記載が無いことから本施設は公益上必
要な建築物として開発許可については適用除
外などの扱いがされると考えてよろしいで
しょうか。

一般廃棄物処理施設は開発許可不要の公益上
必要な建築物となりますので開発行為の手続
きは不要です。

7 6 第２章 ８ (1)
イ　プラント設備工
事

工事範囲について工場棟、計量棟のプラント
設備工事及び仮設工事とありますが、他施設
である管理棟や車庫棟、タイヤ洗浄設備にプ
ラント設備に関連する埋設物が必要となった
場合は、設計・プラント設備工事業者は設計
のみとして、工事はそれぞれを請け負う土
木・建築工事業者が施工を実施するものと考
えてよろしいでしょうか。

プラント設備に必要となる管理棟等への埋設
物の扱いは、埋設物がプラントメーカーの責
任施工としなければならないものはプラント
設備工事となります。



公募要領等に関する質問回答

令和　8年　9月　11日
1 公募要領に対する質問

№ 頁 大項目 中項目 小項目 項目名 質問内容 回答

8 6 第２章 ８ (1) イ プラント設備工事

「工事範囲は、「別紙4 工事範囲図」の工場
棟、計量棟のプラント設備工事及び仮設工事
とし、エネルギー回収型廃棄物処理施設の整
備に必要なものすべてを含む。」とあります
が、あくまでも工場棟、計量棟は設計のみの
ため、その工事に係る仮設工事は別途発注さ
れる企業に含まれるものと考えてよろしいで
しょうか。

発注仕様書P31(7)ウ仮設工事を参照くださ
い。

9 7 第２章 ８ （2）
土木・建築事業者が
行う業務範囲（参
考）

「土木・建築工事業者は、本組合と別途締結
する土木工事請負契約、建築工事請負契約に
基づき土木工事、建築工事を行う。」とありま
すが、発注時期および、工事着工時期につい
てご教示お願いします。

宅盤造成工事は令和9年11月着工を想定してお
りますので、それまでに宅盤造成設計を実施
願います。なお、設計には積算も含めます。
宅盤造成設計後2ヶ月程度の発注手続き期間を
経て、令和9年内の着工を必須条件としている
こともご承知おきください。
建屋の土木工事、建築工事は令和10年度着工
を想定しています。
土木工事、建築工事の発注は、確認申請の済
証が下り次第、発注手続きを想定していま
す。発注手続きとしては、工事発注前の精査
などの事務作業に1ヵ月程度、事業者決定に1
ヵ月程度（企業体を組む場合はさらに＋1ヵ月
程度）を想定してください。
これらの想定をを踏まえた上で、令和13年10
月供用開始に向けた全体スケジュールおよび
施工計画を提案してください。

10 7 第２章 ８ (2)
ア　土木工事、建築
工事

土木・建築工事業者は、エネルギー回収型廃
棄物処理施設の建設等の、建築確認（計画通
知）等の許認可等手続き及び伴う費用を負担
するとありますが、中間検査や完了検査など
設計関連の手続きは含まず、工事関連の変更
などで手続きが必要となった場合と考えてよ
ろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

11 7 第２章 ８ (3)
カ　本工事に必要な
手続

本組合は、本工事に係る循環型社会形成推進
交付金や地域未来交付金の申請手続等を含む
行政手続等の対応を行うとありますが、設
計・プラント設備工事業者はその手続きに必
要な書類作成や手続き補助を行います。な
お、行政書士法上、事業者が貴組合に代わっ
て提出できない申請・届出については、参考
書類の作成までとさせていただきます。

行政書士法上、事業者が組合に代わって提出
できない申請・届出については、参考書類の
作成までで構いません。

12 10 第３章 ２ (3) 参加資格要件 ⑫
特段の事情がある場合、提案時の配置技術者
の変更は、認められるでしょうか。（病気／
人事異動）

組合が承認しうる特段の事情である場合に限
り、ご理解のとおりです。

13 10 第３章 ２ (3) 参加資格要件 ⑬

⑬項の実績要件における交付金については、
「循環型社会形成推進交付金」と並び「二酸
化炭素排出抑制対策事業費交付金」がござい
ます。当該交付金の交付要綱「第12条 その
他」項に「環境大臣が必要と認める場合に限
り、二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金を
受けて事業を実施することができるものと
し、循環型社会形成推進交付金は二酸化炭素
排出抑制対策事業費交付金と読み替える」と
の条文があり、循環型社会形成推進交付金と
同義として取扱う規定となっております。
従って、参加資格要件⑬の実績については、
二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金を活用
した施設も同等の実績として認められるとの
理解でよろしいでしょうか。

ご理解の通り、二酸化炭素排出抑制対策事業
費交付金を活用した施設も同等の実績として
認めます。

14 20 第６章 １ (5) 委任状（代理人）

代理人とは参加要件を満たした申請企業以外
の企業又は個人との認識でよろしいでしょう
か。
申請企業の従業員が代表者の代わりに提出す
る際は、不要との認識でよろしいでしょう
か。

ご質問にある代理人は様式第6号を指すものと
理解しています。この場合、様式第6号でいう
代理人は参加資格審査申請を行う企業の代表
者（例：○○支社長）が当該企業に所属する
従業員（例：○○営業所職員）に委任する場
合を想定しています。
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1 公募要領に対する質問

№ 頁 大項目 中項目 小項目 項目名 質問内容 回答

15 20 第６章 ５ (2) 見積書
土木建築設計費は見積書（様式１３号）どの
項目に記載するかご教示願います。

様式第13号（別紙1）に行を追加しますので、
そちらに記載ください。
なお、様式第13号（別紙2）は設計費を各工事
に振り分けて算出してください。

16 20 第６章 ５ (2) 見積書
土木建築工事費参考金額記載は評価に含まれ
ないという認識でよろしいでしょうか。

参考金額は評価に含みませんが、優先交渉権
者選定基準の審査項目に記載の通り、土木工
事、建築工事のコストの低減策は評価に含み
ます。

17 21 第６章 ５ (4) イ　設計基本数値

（ア）b 主要施設(機器)設計計算書
『(g)減温塔の能力、容量（必要に応じて）』と
ありますが「ガス冷却室」を指した項目とい
う認識でよろしいでしょうか。または、ガス
冷却室とは別に減温塔を設ける場合に記載す
るための項目でしょうか。

ガス冷却室の誤記になります。

18 22 第６章 ５ (4) エ　図面

「h 建築一般図（各階平面図、断面図及び立
面図）」とありますが、各階平面図においては
「c 各階機器配置図」、断面図においては「d
機器配置断面図」と兼用してよろしいでしょ
うか。

兼用を可とします。

19 27 別紙２

リスク分担表にあるように「用地確保リス
ク」にあるように、事業予定地での地下埋設
物撤去費用は組合に請求とすることでよろし
いでしょうか

地下埋設物が発見された場合は、その処理方
法および費用負担（設計変更・契約変更等）
については、組合と事業者で別途協議のうえ
決定するものとします。

20 28 別紙２ 　 　 リスク分担表
※注2　物価変動について一定程度までの変動
が事業者負担と記載されていますが、何％を
見込まれていますでしょうか。

建設工事請負契約書（案）第26条の規定に基
づくものとします。

21 28 別紙２ リスク分担表

「※注2 物価変動については、一定程度までの
変動は事業者の負担であり、それ以上は組合
が負担する。」とありますが、建設工事請負契
約書（案）の（賃金又は物価の変動に基づく
請負代金額の変更）6項に記載がある予期する
ことができない特別な事情が発生した場合
は、受注者が正当な理由を説明することで組
合様の負担で請求できるとの理解でよろしい
でしょうか。

契約約款に従い、対応することになります
が、具体的な物価変動等の事案にあわせて別
途組合で定める運用基準に基づき、協議する
ことになります。

22 28 別紙２ 　 　 リスク分担表

何らかの原因により、土木・建築工事の工事
遅延が生じたことに起因する、プラント設備
工事の工事遅延が発生した場合については、
工期の変更や契約金額の変更等の協議に応じ
ていただけるものと考えてよろしいでしょう
か。

帰責事由によりますが、協議には応じます。
当組合でも工程遅延を懸念していることか
ら、遅延が発生しないよう、他工事との連
携・調整を十分に図ることに関するご提案を
期待しています（技術審査項目No11）。

23 28 別紙２ 　 　 リスク分担表

設計・プラント設備工事業者が、土木・建築
工事の設計も対象範囲となっていますが、実
施設計時に設計の変更による土木建築工事の
金額の増減が発生したときの取り扱いについ
てご教示ください。

土木・建築工事につきましては、実施設計額
に合わせて別途発注を行います。
提案時の金額は概算金額ではなく、基本設計
ベースでの積算額と認識しておりますので、
実施設計に伴う土木・建築工事費の増減に伴
う負担は求めません。

24 30 別紙４ 工事範囲図

プラント設備工事企業は、あくまでも建築工
事に関する設計であり建築工事を請負う企業
にて工事工法などは考慮し入札し、施工段階
で工事工法の見直しで費用の差異が発生した
場合は別途発注される建築工事企業にて費用
などを見込むとの理解でよろしいでしょう
か。

分離分の土木建築工事では、指定工法や仮設
方法などの条件明示し発注することになりま
す。受注された土木建築工事企業は、その条
件に基づき施工方法を組合が承認し施工する
ことになります。その際に発生する金額変更
はありません。

25
別途発注建築工事関
する質問

別途発注される建築工事にて工程遅延などが
発生した場合は、設計・プラント工事を受注
した企業は組合様に対して追加費用の請求が
できるとの理解でよろしいでしょうか。

No.22のとおり



公募要領等に関する質問回答
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1 公募要領に対する質問
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26
別途発注建築工事関
する質問

別途発注される建築工事で、工事中の調整は
双方で対応するとの認識ですが、別途工事の
発注者は組合様となるため、窓口として組合
様との調整になりますでしょうか。また、別
途工事受注企業・組合様・本工事受注者との
合同での調整を都度するとの理解でよろしい
でしょうか。

発注仕様書P26「シ別途工事との調整」にあ
るとおり、他工事との調整は設計・プラント
設備工事業者が設計者並びにプラント設備工
事業者の立場から率先して行うこととしてく
ださい。なお、ご質問にある合同での調整を
目的とした会議は定期的及び適宜に実施する
ものとします。



公募要領等に関する質問回答

令和　8年　9月　11日
2 発注仕様書に対する質問

№ 頁 大項目 中項目 小項目 項目名 質問内容 回答

1 4 第１章 ３ (1)
エ　業務の構成
(ｱ)　設計にかかる業
務

「b 業務期間　令和10年7月31日」とあります
が、本記載は確認申請許可を示していただい
ているとの理解でしょうか。相違があれば何
を示しているかご教示いただけますでしょう
か。

令和10年8月1日から土木工事、建築工事着工
を想定していることから、土木・建築工事業
者選定手続きを7月31日までに完了させるもの
としています。
それに先立つ各種設計業務、建築確認申請手
続き、済証交付、土木工事、建築工事発注前
手続きなどについても、当然に完了している
ものとご理解ください。
上記の日程の場合、済証の交付期間と土木・
建築工事業者選定手続き期間が被ることが考
えられますが、済証交付に伴う実施設計の変
更による土木工事、建築工事の費用の増額に
ついては組合負担とします。
なお、当該業務期間は本組合の想定であるた
め、期日の前倒し提案について積極的なご提
案を期待します。

2 5 第１章 ３ (1)

ケ　基本方針に基づ
く具体的な指針
(ｳ)　建設中の主な配
慮事項

記載されている内容は、設計・プラント設備
工事に関する内容であり、建築工事に関する
対応は別途発注される建設工事で対応すると
の理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりですが、土木工事、建築工事
においても同様に配慮する必要があることか
ら、設計段階においてもこれらの事項に配慮
するものとしてください。

3 5 第１章 ３ (1)
ケ　基本方針に基づ
く具体的な指針
(ｴ)　渋滞対策

隣接する雪捨て場の位置と運搬車両動線につ
いてご教示ください。

「追加添付資料1　雪捨て場位置図」の通りで
す。

4 5 第１章 ３ (1)
ケ　基本方針に基づ
く具体的な指針
(ｴ)　渋滞対策

隣接する美幌下水終末処理場および雪捨て場
を利用する車両の概算台数についてご教示く
ださい。

美幌下水終末処理場は15台/日、多い日で雪捨
て場は300台/日を想定しています。

5 5 第１章 ３ (1)
ケ　基本方針に基づ
く具体的な指針
(ｴ)　渋滞対策 a

「雪捨て場」とありますが、建設工事期間中
は、プラントヤード、現場事務所及び駐車場
として利用することは可能でしょうか。利用
できる場合、どの程度の面積を利用させてい
ただけますでしょうか。

工事期間中における雪捨て場等の仮設敷地と
しての利用につきましては、現在、美幌町と
協議・調整を行っております。
利用の可否、利用可能面積および利用条件等
の詳細につきましては、協議が整い次第、速
やかにお知らせいたします。

6 6 第１章 ３ (1)
ケ　基本方針に基づ
く具体的な指針
(ｷ) 休炉時の対策

「２段ピット方式を採用するなどの対策を講
じること」とありますが、２段ピット以外の
方式を提案してもよろしいでしょうか。

ご提案を可とします。

7 6 第１章 ３ (1)
ケ　基本方針に基づ
く具体的な指針
(ｺ)　モニタリング

設計、建設期間中に行うモニタリングについ
て、具体例があればご教示ください。

P12「オ(ｴ)業務実施状況のモニタリング」を
参照ください。

8 6 第１章 ３ (2)
ア　事業計画地の概
要

工事期間中、建設地近郊に仮設事務所および
駐車場等の工事用敷地として、無償貸与いた
だける土地があればご教示ください。(建築工
事での使用分も含む）

現在、本組合におきましても事業者が利用可
能な候補地を検討していますが、無償貸与お
よび確保を確約するものではありません。

9 6 第１章 ３ (2)
ア　事業計画地の概
要

事業計画地のCADデータをご提供いただけま
すでしょうか。(添付資料2 敷地平面図)

「追加添付資料２　CAD現況平面図」の通り
です。

10 6 第１章 ３ (2) エ　地質
建設予定敷地内に一般廃棄物埋立区域による
建築物制限区域はありますでしょうか。

「追加添付資料２　CAD現況平面図」として
今回提供するCADデータでご確認ください。

11 7 第１章 ３ (2)
オ　土地利用規制
(ｱ)　全体
k　埋蔵文化財

「k 埋蔵文化財 指定なし（事前調査必要）」と
ありますが、貴組合にて事前に調査頂けると
の認識でよろしいでしょうか。

組合にて事前協議を行います。

12 7 第１章 ３ (2)
オ　土地利用規制
(ｱ)　全体
k　埋蔵文化財

 k 埋蔵文化財に「事前調査必要」とあります
が、具体的な内容についてご教示ください。
また、文化財調査は設計・プラント工事を受
注した企業の業務に含まれないとの認識でよ
ろしいでしょうか。

文献調査等になります。
設計・プラント設備工事には含めません。

13 7 第１章 ３ (2)
オ　土地利用規制
(ｱ)　全体
k　埋蔵文化財

『事前調査必要』とありますが、調査費用は
土地所有者である組合様のご負担という認識
でよろしいでしょうか。

組合にて事前協議を行います。



公募要領等に関する質問回答

令和　8年　9月　11日
2 発注仕様書に対する質問

№ 頁 大項目 中項目 小項目 項目名 質問内容 回答

14 7 第１章 ３ (2)
オ　土地利用規制
(ｱ)　全体
k　埋蔵文化財

調査の結果、埋蔵文化財が発掘された場合
は、工期が後ろ倒しになる可能性があるとい
う認識でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりですが、可能な限り工期に影
響しないよう協議いたします。

15 7 第１章 ３ (2)
オ　土地利用規制
(ｱ)　全体
k　埋蔵文化財

調査の請負は別途ご発注されます土木建築事
業者の所掌範囲という認識でよろしいでしょ
うか。

ご理解の通りです。
事前協議により追加調査が必要となった場合
には、別途協議します。
なお、設計・プラント設備工事には含めませ
ん。

16 7 第１章 ３ (3)
ア　事業スケジュー
ルの概要

事業スケジュール案において、造成工事完了
前に建築工事が着工している予定ですが、重
複期間は認められると考えてよろしいでしょ
うか。

事業スケジュール案はあくまで半年単位の記
載にしております。
基本的には重複しないよう工程立案を願いま
す。
なお、建築工事着工までの事業スケジュール
は下記のように想定しています。
R9.4～R9.8：宅盤造成設計
R9.9～R9.10：宅盤造成工事発注手続き
R9.11～R10.7：宅盤造成工事
R9.4～R10.5：土木・建築工事設計（建築確認
申請、許可まで含む）
R10. 6～R10.7：土木・建築工事発注手続き
R10.8～：土木・建築工事着工

17 ７ 第１章 ３ (3)
ア　事業スケジュー
ルの概要

宅地造成工事は令和9年9月着工、宅盤造成設
計は同年8月完了予定とされています。一方
で、発注仕様書には開発協議および開発許可
申請の要否や想定期間に関する記載がありま
せん。つきましては、本事業が公益上必要な
建築物として開発許可の適用除外に該当し、
開発許可申請および関連する検査が不要とな
り、このことで建築確認申請ならびに建築工
事の着工・検査に影響しないとの認識でよろ
しいでしょうか。

一般廃棄物処理施設は開発許可不要の公益上
必要な建築物となりますので開発行為の手続
きは不要です。

18 ７ 第１章 ３ (3)
ア　事業スケジュー
ルの概要

試運転は設計・プラント設備工事業者所掌と
記載されていますが、建築工事範囲に係る試
運転は、建築工事業者の所掌との認識でよろ
しいでしょうか。

ご理解のとおりですが、建築工事範囲のう
ち、プラント試運転と連携が必要な事項（例
：非常用発電機による１炉立上試験時におけ
る消防設備の起動確認など）については、建
築工事業者と十分に連携を取って実施してく
ださい。なお、プラント設備工事業者主導で
試運転計画の立案と実施を想定しています。

19 8 第２章 １ (1)
ア　一般概要
(ｱ)　設計を行う施設
d 車庫棟

「(ｱ) エネルギー回収型廃棄物処理施設工場棟
と計量棟及び管理棟との合棟、別棟は提案と
する。」とありますが、車庫棟についても、合
棟または別棟を提案としてよろしいでしょう
か。

提案を可とします。

20 8 第２章 １ (1)
ア　一般概要
(ｱ)　設計を行う施設
d 車庫棟

ご想定されている、車の種類と台数について
ご教示願います。

灰搬出用の10ｔ天蓋付きダンプ車1台、除雪用
のホイルローダー1台、公用車として一般乗用
車車2台を想定してください。

21 8 第２章 １ (1)
ア　一般概要
(ｱ)　設計を行う施設
d 車庫棟

「d 車庫棟」に収容する車両の種別および台
数をご提示ください。

No.20の通りです。

22 8 第２章 １ (1)

ア　一般概要
(ｳ)　エネルギー回収
型廃棄物処理施設の
基本条件
d　熱回収率

本施設は豪雪地域に該当するため、熱回収率
は平成25年度までの「エネルギー回収推進施
設」と同様の方法で算定するとの認識でよろ
しいでしょうか。
また、「年間を通じて熱回収率10％」につい
て、暖房やロードヒーティング等は夏季に需
要が低下するため、「エネルギー回収型廃棄
物処理施設整備マニュアル平成26年3月（令和
3年4月改訂）」10ページに記載された「熱供給
の稼働率」の要件を満たせばよいとの認識で
よろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

23 9 第２章 １ (1)
イ　敷地周辺設備
(ｱ)　電気

1施設1受電の原則があり、また施設構内に受
電点を設ける必要があることから、建設予定
地の北東角付近に構内第1柱を設置する計画と
しておりますが、よろしいでしょうか。

構内第1柱の設置位置はご提案いただき、最終
的には協議により決定します。
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24 9 第２章 １ (1)
イ　敷地周辺設備
(ｲ)　用水

井水の取水可能量をご教示ください。
取水量については調査結果はありません。
なお、下水処理場での井戸の汲上量は、200～
400㎥/日になります。

25 9 第２章 １ (1)
イ　敷地周辺設備
(ｲ)　用水

「プラント用水は雨水及び井水とする。」とあ
りますが、新設する井水の取水制限量が設定
されているのであれば、ご教示いただけます
でしょうか。

取水制限量は設定されていません。

26 9 第２章 １ (1)
イ　敷地周辺設備
(ｲ)　用水

上水の可能給水量をご教示願います。

概算数値ですが、下水処理場給水管（50 mm
）から分岐、焼却施設までの延長：約 350 m
分岐点想定水圧：0.60 MPa（周辺実績値より
算出）と想定し、必要動水圧を0.20MPaとし
た場合、管径30mmで80㎥、管径40mmで120
㎥/日、管径50mmで210㎥/日です。

27 9 第２章 １ (1)
イ　敷地周辺設備
(ｲ)　用水

雨水の有効利用の町道からの流入雨水量をご
教示願います。

現時点で具体的な流入雨水量をご提示できま
せん。想定される道路は、舗装部の幅員8m、
延長270mです。道路設計は令和９年１１月設
計完了予定です。

28 9 第２章 １ (1)
イ　敷地周辺設備　
(ｳ)　排水

場内雨水集排水設備を通じて公共用水域への
放流との取合い点・レベル条件をご教示願い
ます。

「追加添付資料２　CAD現況平面図」に「公
共用水域への放流想定位置」を旗揚げしまし
た。取り合いの条件は造成計画策定時に協議
により決定することとします。

29 9 第２章 １ (1)
イ　敷地周辺設備
(ｴ)　電話・通信

電話・通信線のための埋設配管工事は、別途
発注の建築工事と考えてよろしいでしょう
か。

ご理解の通りです。

30 9 第２章 １ (1)
ウ　設計・プラント
設備工事業者の業務
概要

行政書士法上、事業者が貴組合に代わって作
成できない申請・届出については、参考書類
の作成までとさせていただきます。そのた
め、関係官庁への申請・届出について、設
計・プラント設備工事業者は、監督員の指示
に基づき必要な資料・書類等の作成および提
出に協力するものとの認識でよろしいでしょ
うか。

ご理解の通りです。
各種申請・届出に係る書類作成や協力依頼に
つきましては、関係法令上問題のない範囲で
求めさせていただきます。

31 9-10 第２章 １ (1)
ウ　設計・プラント
設備工事業者の業務
概要

(ｳ)にて「中間検査、仮使用検査並びに完了検
査に必要な申請費用負担を含む」とあります
が、(ｵ)にて「建築確認の中間検査、仮使用検
査、完了検査等については、調整等、協力を
行うものとする。」とあります。一般的に中間
検査、仮使用検査並びに完了検査は建築基準
法第5条の6第4項の規定に基づく工事監理者が
受けるものであるため、設計・プラント設備
業者の業務範囲外と考えてよろしいでしょう
か。

土木工事、建築工事にかかる中間検査、完了
検査等は設計者として必要な調整及び検査立
会等をお願いします。
なお、プラント機械にかかる検査などは所掌
内とします。

32 10 第２章 １ (1)

ウ　設計・プラント
設備工事業者の業務
概要
(ｶ) a 事前調査

「必要な測量、地質調査等を行う。」とありま
すが、添付資料４で計画用地の広範囲に埋立
ごみやコンクリート塊等が確認されていま
す。埋設物に関しては予測することができ
ず、設計に盛り込むことが困難なため埋設物
撤去に関しては工事範囲外としてよろしいで
しょうか。

埋設物を予測することは困難ですので、埋設
物が発見された場合は別途協議とさせていた
だきます。

33 10 第２章 １ (1)

ウ　設計・プラント
設備工事業者の業務
概要
(ｶ) g　生活環境影響
調査書の遵守

「生活環境影響調査書を

別途協議とさせていただきます。

34 10 第２章 １ (1)

ウ　設計・プラント
設備工事業者の業務
概要
(ｶ) g　生活環境影響
調査書の遵守

生活環境影響調査の縦覧が入札後の令和9年5
月となっているため、本発注仕様書に記載の
ない事項への対応が必要となった場合は、別
途協議させていただけるとの認識でよろしい
でしょうか。

No.33の通りです。

遵守」とのことです
が、入札後の発行であることから、生活環境
影響調査書の内容で新たな設備の追加が必要
となった場合は、組合様より追加発注いただ
けるとの認識でよろしいでしょうか。
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35 10 第２章 １ (1)

ウ　設計・プラント
設備工事業者の業務
概要
(ｶ) g　生活環境影響
調査書の遵守

生活環境影響調査書の遵守項目に関して、工
事期間中や運営に関しての要望事項があれば
ご教授ください。

生活環境影響調査書に掲げる各項目の遵守、
ならびに各種関係法令・基準の適合について
は、事業遂行における最低限の前提条件とし
て確実な履行を求めます。
その上で、本事業の工事期間および運営期間
においては、周辺環境や地域住民への影響を
最小限に抑えるよう要望いたします。

36 11 第２章 １ (1)

ウ　設計・プラント
設備工事業者の業務
概要
(ｶ)k　ホームページの
開設

「k ホームページの開設」において「工事の進
捗状況を空撮」とありますが、土木・建築工
事が先行して着工するため、当該工事期間中
の空撮は、土木・建築工事業者の所掌との認
識でよろしいでしょうか。

土木・建築工事期間中の空撮につきまして
は、土木工事期間中は土木工事業者、その後
の建築工事期間中は建築工事業者の所掌とし
ます。
なお、撮影された空撮データにつきまして
は、当ホームページ等に掲載する運用としま
す。

37 11 第２章 １ (1)

ウ　設計・プラント
設備工事業者の業務
概要
(ｶ) m 法定資格者の配
置

電気事業法上の電気主任技術者は、電気工作
物の工事着手時に組合様（設置者）が選任さ
れますので、(a)第３種以上の電気主任技術者
は、それとは別に設計・プラント設備工事期
間中に受注者の設計体制内に、電験3種以上の
有資格者を配置することとの理解でよろしい
でしょうか。

法定資格者の配置においては、関係法令等に
従い、また、運営・維持管理業者所属の有資
格者への円滑な引き継ぎが可能なこととして
ください。

38 11 第２章 １ (1)

ウ　設計・プラント
設備工事業者の業務
概要
(ｶ) m 法定資格者の配
置

(a) 第３種以上の電気主任技術者の記載があり
ますが、対象は工事期間中の工事用電気設備
の保守点検と想定されるため、外部委託業者
（保安協会等）での管理としてよろしいで
しょうか。

提案は可とします。ただし、関係法令等に従
い、また、運営・維持管理業者所属の有資格
者への円滑な引き継ぎが可能なこととしてく
ださい。

39 11 第２章 １ (1)

ウ　設計・プラント
設備工事業者の業務
概要
(ｶ) o 建物内備品等の
調達

管理運営に係る什器、備品、物品（事務机、
椅子、ロッカー等）は、添付資料10 管理運営
事業発注仕様書（案）p.32「1.20 備品・什
器・物品・予備品・消耗品の調達計画及び管
理」の記載の通り、管理運営事業者が調達す
るという認識でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

40 11 第２章 １ (1)

ウ　設計・プラント
設備工事業者の業務
概要
(ｶ) o 建物内備品等の
調達

建物内に配置する備品、什器、物品のうち、
プラント設備に係るものは設計・プラント設
備工事業者の所掌とする。とありますが、組
合様事務室及び運営・維持管理業者事務室等
の事務室等の居室に係る備品、什器、物品に
ついては対象外との理解でよろしいでしょう
か。

ご理解の通りです。
ただし、組合事務室等の居室に係る備品、什
器、物品の配置計画や設備取り合わせ等の設
計業務につきましては、設計・プラント設備
工事業者の所掌となります。

41 13 第２章 １ (1)
オ　本組合の業務概
要
(ｵ) 建設費の支払

「本組合は設計・プラント設備工事業者に対
し、本事業における設計・プラント設備工事
にかかる対価について本組合の検査後、出来
高に応じて原則として年度毎に支払う。その
他支払い条件は設計・プラント設備工事請負
契約書に定めるとおりとする。」とあります
が、出来高の年度振分けなどの制約があれば
ご教示いただけますでしょうか。制約がない
場合は、受注者の出来高に合わせて支払いを
いただける計画でよろしいでしょうか。

交付金や資金繰りといった都合での各年度の
支払い上限の制約は無く、受注者の工程（出
来高）に合わせて支払いする想定です。
ただし、建設工事請負契約書（案）の約款第
38条に記載のとおり、部分払の際は相応する
請負代金額相当額の10分の9以内の額を請求い
ただくこととなります。

42 13 第２章 １ (2)
ア　処理対象物の種
類
(ｶ)　動物遺骸

「(ｶ) 動物遺骸」について、想定発生量および
1日当たりの最大搬入量を収集袋の袋数と重量
でご教示ください。

動物遺骸の発生量等につきましては年間400件
程度を見込んでおり、その内訳は約7割がカラ
ス等の鳥類、約3割がキツネや猫等の小動物と
なります。なお、搬入につきましては専用受
入を行うのではなく、収集袋に入れた状態で
他の可燃ごみと一緒に搬入することを予定し
ております。



公募要領等に関する質問回答

令和　8年　9月　11日
2 発注仕様書に対する質問

№ 頁 大項目 中項目 小項目 項目名 質問内容 回答

43 17 第２章 １ (2)
サ　主要設備方式
表2-7　ごみ焼却施設
の仕様概要

余熱利用発生熱量に限りがあるため、場内給
湯、冷暖房、場内ロードヒーティング、下水
処理場への熱供給の優先順位をご教示願いま
す。

優先順位としては、下記の通りです。
①下水処理場への熱供給
②場内給湯
③冷暖房
④場内ロードヒーティング
なお、①下水処理場への熱供給については、
下水処理場の設備更新の都合から実施時期は
未定であるため、留意してください。
①下水処理場への熱供給が未実施の期間にお
いても熱回収率10％以上を満足するようにし
てください。
また、施設全体のエネルギー効率向上や環境
負荷低減に寄与する計画であれば、優先順位
の変更や、これら以外の熱利用についてもご
提案ください。

44 22 第２章 １ (4)
設計・建設に係る基
本事項

添付資料11の建設実施設計特記仕様書と本項
目で相違がある場合は、本項目を優先すると
考えてよろしいでしょうか。

一方に記載がなく、他方に記載がある事項に
ついては、記載のある仕様書の規定に従うも
のとします。
なお、両仕様書の記載内容に相違がある場合
は、当組合と協議することとします。

45 24 第２章 １ (4)

エ　実施設計から工
事までの手順（参
考）
(ｲ) l パース

ｌパースについて、添付資料11の建設実施設
計特記仕様書に内観パース２面とあります
が、発注仕様書にはありませんので外観のみ
でよろしいでしょうか。

添付資料11に記載の通り、外観パースに加
え、内観パース2面についても作成・提出して
ください。なお、交付金申請手続き上、内観
パースが2面以上必要になる場合もあります。

46 24 第２章 １ (4)
オ 実施設計の契約不
適合責任

設計・プラント工事業者は設計に係る契約不
適合について全ての責任を負うとあります
が、土木建築工事関係については設計業務の
対価の範囲で責任を負うと考えてよろしいで
しょうか。

実施いただく設計業務の範囲において責任を
負うものであり、設計対価の額に限定される
ことはありません。

47 27 第２章 １ (4) ス　試運転

「受電後の単体機器調整、空運転、乾燥炊
き、負荷運転、予備性能試験及び引渡性能試
験、安定稼働試験を含め、原則180 日以上と
する。」とありますが、工事工程を優先させて
いただき、同規模・同機種で実績ある120日以
上とさせていただけないでしょうか。

原則として記載のとおり180日以上とします。
ただし、ごみの搬入開始時期など、組合及び
構成市町との調整が整った場合はその限りで
はありません。

48 29 第２章 １ (4)
テ　予備品・消耗品
の

「本施設に係る予備品及び消耗品を1年分納品
するものとし」とありますが、建築設備に係
る消耗品は別途発注の建築工事にて納品され
るものとして考えてよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

49 29 第２章 １ (4) ト　完成図書
完成図書の土木建築関係の竣工図書作成は設
計では出来かねるため、土木建築業者との理
解でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

50 30 第２章 １ (5) 年度別事業計画調書

「設計・プラント設備工事業者は、工事内訳
書を基に年度別事業計画調書（各年度の出来
高予定額、支払予定額及びそれぞれに対応す
る交付対象事業費、交付対象外事業費が記載
されたもの）を令和９年（2027 年）５月まで
に提出する。」とありますが、現時点で各年度
の出来高金額及び請負金額比率などで決定し
ているものがあればご教示いただけますで
しょうか。それらが決定されていない場合
は、入札事業者の工程に合わせて出来高を設
定することの理解でよろしいでしょうか。
受注後に大きな金額及び項目変更が生じた場
合は、それに伴う費用（保管費など）請求が
できるとの理解でよろしいでしょうか。

No.41のとおり、入札事業者の工程に合わせて
出来高を設定することとなります。
また、受注後の大きな金額及び項目変更が生
じた場合は、都度協議の上対応とさせていた
だきます。

51 30 第２章 １ (5) 年度別事業計画調書

事業費の算出は、工事内訳書が実施設計図承
諾後積算・内訳書・金入れにて完成のため、
2027年5月までの提出期限を再考いただけない
でしょうか。

交付金申請の都合もあるため、2027年5月ま
でに提出願います。

52 31 第２章 １ (7) ウ　仮設工事

仮設設備について、実施設計時に建築工事と
プラント設備工事の所掌区分を明示した仮設
計画書を作成し、当該計画書に基づき施工す
るとの認識でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

納品



公募要領等に関する質問回答

令和　8年　9月　11日
2 発注仕様書に対する質問

№ 頁 大項目 中項目 小項目 項目名 質問内容 回答

53 31 第２章 １ (7)
ウ　仮設工事
(ｵ)

(ｵ)貴組合職員用の現場事務所の設置および工
事用仮設ユーティリティの引込みについて
は、工事を円滑に進めるため、先行する土
木・建築工事と併せて土木・建築工事業者の
所掌としていただけないでしょうか。

設計・プラント設備工事業者の所掌としてく
ださい。

54 32 第２章 １ (7)
ウ　仮設工事
(ｷ)

(ｷ) 本組合職員用及び監理者用にシャワー洗浄
式便所（屋内）と記載がありますが、レンタ
ル品にシャワー洗浄式便所がないため、水洗
便所に変更してもよろしいでしょうか？

変更を可としますが、レンタル品もあるかと
思いますので、再度ご検討願います。

55 32 第２章 １ (7)
ウ　仮設工事
(ｷ)

(ｷ)貴組合職員用及び監理者用の現場事務所に
用意する電話、パソコン、プリンタ、その他
備品類について、工事を円滑に進めるため、
先行する土木・建築工事と併せて土木・建築
工事業者の所掌としていただけないでしょう
か。

設計・プラント設備工事業者の所掌としてく
ださい。

56 32 第２章 １ (7)
ウ　仮設工事
(ｻ)

「土木工事、建築工事に関与する仮囲い等の
仮設工事は設計・プラント設備工事業者の所
掌外とし、土木・建築工事業者の所掌とす
る。なお、施工期間中の維持管理は設計・プ
ラント設備工事業者にて適切に行う。」とあり
ますが、責任区分を明確にするため、設置か
ら施工期間中の維持管理までを一貫して土
木・建築工事業者の所掌としていただけない
でしょうか。

仮囲い等の仮設工事における設置、維持管
理、撤去につきましては、一括して土木・建
築工事業者の所掌とするのではなく、土木・
建築工事業者および設計・プラント設備工事
業者のそれぞれの施工範囲や工程に応じて、
それぞれが適切に行うものとします。

57 34 第２章 １ (8)

ア　保証事項
(ｲ)　性能保証事項
表2-15 引渡性能試験
方法

熱灼減量の試料採取場所は「主灰及び飛灰を
搬出する装置の出口付近」とありますが、主
灰は水に濡れると水和物となり、熱灼減量を
正確に測定できません。そのため、搬出する
装置の出口に限定せず、乾灰で採取できる場
所としてよろしいでしょうか。

可とします。

58 35 第２章 １ (8)

ア　保証事項
(ｲ)　性能保証事項
表2-15 引渡性能試験
方法

ガス滞留時間等の測定場所として「ボイラ
内」と記載されていますが、誤記と思われる
ため、ご確認いただけますでしょうか。

誤記になります。

59 35 第２章 １ (8)

ア　保証事項
(ｲ)　性能保証事項
表2-15 引渡性能試験
方法

「非常用発電機」について、「消防検査（非
常用発電機）の合格をもって性能試験に代え
ることができる。」とありますが、消防法に基
づく認定品であれば消防検査に合格したもの
として取り扱われるとの認識でよろしいで
しょうか。

製品としては認定製品であれば問題ないかと
考えますが、消防検査では、認定製品を含め
た消防設備が本来の性能を発揮するか、設備
の連携が防災上適正に機能するかも検査する
ため、消防検査は実施してください。

60 36 第２章 １ (8)

ア　保証事項
(ｲ)　性能保証事項
表2-15 引渡性能試験
方法

表2-15 引渡性能試験方法の放流水　採取場所
が下水道接続箇所付近となっています。プラ
ント排水は系内処理を行いクローズシステム
であり、生活排水は下水放流となっているた
め、本項目は設計・プラント工事業者の範囲
外と考えてよろしいでしょうか。

発注仕様書に記載の通り、コンクリート躯体
は建築工事に含みますが、生活排水処理設備
はプラント所掌になりますので、設計・プラ
ント設備工事業者の範囲内となります。
なお、建物各所から生活排水処理設備までの
排水配管は建築設備に含みます。

61 40 第２章 ２ (1)
ア 本施設の配置・動
線

(ｾ) 北海道景観条例等に基づき、景観との調和
や意匠に十分配慮する。
(ｿ) 以下の基準を満足する。
a 建築物が主要な展望地から展望する場合、
著しい防げにならないものであること。
b 建築物が山稜線を分断する等眺望の対象に
著しい支障を及ぼすものでないこと。
とありますが、煙突高さを59mから変更する
提案は可能でしょうか。

生活環境影響調査において59ｍ以下としてい
るため、59ｍ以下の提案であれば、提案は可
とします。
ご提案の際は、アセスの予測結果に影響する
のか検証願います。

62 42 第２章 ３ (1) イ　防熱、保温
炉本体・集じん器等の機器の外装板について
は、風道・煙道・配管と同様に、カラー鉄板
も併用してよろしいでしょうか。

カラー鉄板は高温に弱いと理解しているた
め、原則として記載のとおりとしてくださ
い。ただし、上記懸念を解消する提案があれ
ば協議に応じます。



公募要領等に関する質問回答

令和　8年　9月　11日
2 発注仕様書に対する質問

№ 頁 大項目 中項目 小項目 項目名 質問内容 回答

63 44 第２章 ３ (1) カ　地震対策

「(ｴ)大型機器の支持架構（独立基礎の場合は
基礎を含む）は保有水平耐力計算を行い」と
ありますが基礎構造についての照査が必要で
しょうか。

照査も行ってください。

64 45 第２章 ３ (1) キ　浸水対策
想定浸水水位はP6の浸水水位高（+11.92ｍ）
と理解してよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。
なお、想定浸水水位には、計画規模と想定最
大規模があり、浸水水位高（+11.92ｍ）は計
画規模の浸水水位高を示しています。

65 45 第２章 ３ (1) ク　寒冷地対策

「(ｱ）特に冬季における風向・風速について
考慮するとあります」が、現地における気象
観測データがあれば提供いただけないでしょ
うか。

気象庁データを参考としてください。

66 45 第２章 ３ (1) ク　寒冷地対策
「(ｷ）基礎底盤は凍結帯より下部に設ける」
とありますが、公に規定されている凍結深度
以下と解釈してよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

67 49 第２章 ３ (2)
ウ　プラットホーム
出入口扉

プラットホーム出入口扉は別途発注工事の建
築工事に含まれるものとして考えてよろしい
でしょうか。

プラント設備工事の所掌範囲とします。

68 50 第２章 ３ (2)
エ ごみ投入扉
(ｶ)　特記事項

jごみピット内のごみをホッパステージレベル
まで積み上げた場合でも十分耐えうる扉強度
を有するよう計画するとありますが、２段ﾋﾟｯ
ﾄの場合はごみの保管スペースはホッパ側とな
るため、扉に直接荷重がかからないため、本
項目は該当しないと考えてよろしいでしょう
か。

搬入量が多い時期に投入扉側のピットにごみ
が積みあがる可能性もあるため、当該項目に
ついては、2段ピットの場合も該当します。

69 51 第２章 ３ (2)
オ　ダンピングボッ
クス
(ｵ)　特記事項

「b 投入面はプラットホーム高さ」とありま
すが、搬入ごみの手下ろし等が安全にでき、
不適物のチェックとピットへの投入が容易に
できる配置及び構造であれば、投入面がプ
ラットホーム高さよりも高くなる方式を提案
してもよろしいでしょうか。

ご提案を可とします。
ただし、手下ろし等の安全性（作業時の転落
や身体的負担等）や作業効率、車両衝突リス
クに対する安全性を十分に考慮しご提案くだ
さい

70 51 第２章 ３ (2)
カ　ごみピット（建
築工事に含む）

ごみピット容量を算定するための単位体積重
量についてご教示願います。

0.2t/㎥としてください。

71 51 第２章 ３ (2)
カ　ごみピット（建
築工事に含む）

ごみピット容量を算定するための単位体積重
量について、ごみクレーンの稼働率算出用と
同様の0.2t/m

No.70の通りです。

72 52 第２章 ３ (2)
カ　ごみピット（建
築工事に含む）
(ｵ)　特記事項

「d ピットの有効容量算出の基準レベルは、
投入扉下面の水平線以下とする。なお、
シュート等（投入口、搬送物）がある場合に
はシュート下面とし、貯留時のごみの安息角
を考慮した容量を除外する。」とありますが、
投入扉からごみピットへ接続する投入シュー
トは該当しないとの認識でよろしいでしょう
か。

仕様書通りとしてください。

73 61 第２章 ３ (3)
エ　助燃装置
(ｳ)　燃料貯留槽（必
要に応じて設置）

数量について、「2炉分」とありますが、1基
で2炉分の容量を確保できる場合は1基でよい
という理解でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

74 62 第２章 ３ （4）
ア　ガス冷却室
(ｱ)　ガス冷却室本体

c(f) 主要材質 【耐硫酸・塩酸露点腐食鋼】と
ありますが、内部耐火物施工の場合は燃焼室
同様ケーシングはSS400に変更してよろしい
でしょうか。

仕様書通りとしてください。

75 62 第２章 ３ (4)
ア　ガス冷却室
(ｲ)　噴射ノズル

「二流体噴霧を標準とし」とありますが、完
全蒸発させることを前提に、形式は事業者提
案としてもよろしいでしょうか。

仕様書通りとしてください。

3の計画としてよろしいでしょう
か。
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76 65 第２章 ３ (5)
ウ　無触媒脱硝装置
（必要に応じて設
置）

無触媒脱硝装置を設置し、還元剤として揮発
性が低い尿素水を採用する場合は、「ガス漏
れ検知器」および「安全弁・放出管等からの
放出ガスに対する除害装置」の設置は不要と
の認識でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

77 66 第２章 ３ (6)
イ　場内冷暖房用設
備

汎用性および保守性に優れ、コスト低減も期
待できることから、電気式を検討してもよろ
しいでしょうか。

熱回収率10％以上の確保を前提としたうえで
ご提案を可とします。

78 66 第２章 ３ （6）
ア　場内給湯温水設
備

場内給湯温水設備は別途発注の建築工事とし
て考えてよろしいでしょうか。

余熱利用の給湯温水設備はプラント所掌範囲
とし、その他の給湯温水設備は建築工事所掌
範囲とします。

79 66 第２章 ３ （6）
ア　場内給湯温水設
備

予備ボイラは別途発注の建築工事として考え
てよろしいでしょうか。

プラント所掌としてください。

80 66 第２章 ３ （6） イ　場内暖房設備
場内暖房設備は別途発注の建築工事として考
えてよろしいでしょうか。

余熱利用の暖房設備はプラント所掌範囲と
し、その他の暖房設備は建築工事所掌範囲と
します。

81 66 第２章 ３ （6）
ウ　場内ロードヒー
ティング設備

場内ロードヒーティング設備は別途発注の建
築工事として考えてよろしいでしょうか。

余熱利用のロードヒーティング設備はプラン
ト所掌範囲とし、その他のロードヒーティン
グ設備は建築工事所掌範囲とします。

82 68 第２章 ３ (7)
エ　空気予熱器（必
要に応じて設置）

「原則としてベアチューブ式とする。」とあり
ますが、多数の納入実績を有するプレート式
を採用してもよろしいでしょうか。

仕様書通りとしてください。

83 69 第２章 ３ (7)
キ 煙道
(ｳ) 主要項目
b 材質

(ｳ) 主要項目　b 材質 【耐硫酸耐塩酸露点腐食
鋼】とありますが、内部耐火物施工の場合は
SS400に変更してもよろしいでしょうか。

仕様書通りとしてください。

84 69 第２章 ３ (7)
ク　煙突（外筒及び
基礎は建築工事に含
む）

煙突外筒及び基礎のみが建築工事で、階段、
照明、雷保護、コンセント設備の工事所掌は
プラント工事か建築工事かをご教示願いま
す。

階段、照明、雷保護、コンセント設備の工事
所掌は建築工事とします。

85 70 第２章 ３ (7)

ク　煙突（外筒及び
基礎は建築工事に含
む）
(ｵ)　特記事項

h 排ガス測定口付近が常に負圧となるよう設
計する。とありますが、煙突は誘引送風機の
後流側に設置されるための、吐出流速を常時
15m/s以下としないと負圧とはなりません。
ダウンウォッシュの発生可能性が高まるた
め、項目を削除いただけないでしょうか。

仕様書通りとしてください。

86 72 第２章 ３ (8)
エ　灰貯留設備
(ｵ)　特記事項

「排出量(基準ごみ時）の3日分以上、および
年末年始等長期の搬出停止期間に支障が無い
日数で設定する」とありますが、長期の搬出
停止期間の想定日数をご教示願います。

最長4日を想定しており、3日分は灰貯留設
備、1日分は搬出用ダンプで保管を考えていま
す。

87 74 第２章 ３ (8)
コ　飛灰処理物貯留
設備
(ｵ)　特記事項

「排出量(基準ごみ時）の3日分以上、および
年末年始等長期の搬出停止期間に支障が無い
日数で設定する」とありますが、長期の搬出
停止期間の想定日数をご教示願います。

No.86の通りです。

88 75 第２章 ３ （9） ア　共通事項

「（ｶ）災害時等を考慮して1日分以上の用水を
確保する」とありますが、生活用水受水槽に
ついては水質を維持するため、災害時の容量
はトイレなどの必要最低限の容量を見込んで
計画するものと考えてよろしいでしょうか。

生活用水受水槽の考え方は構いません。
飲用水等はペットボトルで確保する等対応願
います。

89 77 第２章 ３ (10)
エ ごみピット排水処
理設備（必要に応じ
て設置）

水中ポンプ式を採用する場合は、２基交互運
転ではなく、予備機としてよろしいでしょう
か。

水中ポンプの場合、予備機を可とします。
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90 77 第２章 ３ (10)

エ　ごみピット排水
処置設備（必要に応
じて設置）
(ｲ)　ごみピット排水
移送ポンプ

数量について、「2基（交互運転）」とありま
すが、ごみ汚水処理設備の使用頻度が低いと
思われますので、1基は倉庫予備とさせていた
だけないでしょうか。

ご提案を可とします。

91 78 第２章 ３ (10)

エ　ごみピット排水
処置設備（必要に応
じて設置）
(ｳ)　ごみ汚水ろ過器

ごみピットへの返送のみの運用とし、ごみ汚
水ろ過器～ろ液噴霧器を設置するかどうかに
ついては、メーカー提案とさせていただけな
いでしょうか。

ご提案を可とします。

92 79 第２章 ３ (10)

カ　生活排水処理設
備（コンクリート躯
体は建築工事に含
む）

生活排水処理は下水道への排水になっている
ため設備は不要との理解でよろしいでしょう
か。

大雨降水時等有事の際は本施設内で2日間程度
の貯留期間を設けてください。
なお、下水道への排水時は表2-9の排水基準を
遵守してください。

93 80 第２章 ３ (10)

カ　生活排水処理設
備（コンクリート躯
体は建築工事に含
む）
(ｵ) 特記事項

ｈについて、排水基準をご教示願います。 表2-9の排水基準を遵守してください。

94 80 第２章 ３ (10)

カ　生活排水処理設
備（コンクリート躯
体は建築工事に含
む）
(ｵ) 特記事項

「h 生活排水を下水道へ放流するため、排水
基準を満足する水質を確保する。」とあります
が、生活排水のため施設内で処理せず、直接
下水道へ放流するとの認識でよろしいでしょ
うか。

No.92の通りです。

95 80 第２章 ３ (11) ア　雑用空気圧縮機
必要な圧縮空気の全量をまかなうことを前提
に、雑用空気圧縮機を計装用空気圧縮機との
兼用としてもよろしいでしょうか。

仕様書通りとしてください。

96 81 第２章 ３ (11)
オ　タイヤ洗浄設備
（建築工事に含む）

シストセンチュウ除去に必要な性能を満足す
ることを条件として、洗浄温度は提案による
ものとしてよろしいでしょうか。

ご提案を可とします。
なお、地域住民の要望事項であるため、具体
的に説明願います。

97 81 第２章 ３ (11)
オ　タイヤ洗浄設備
（建築工事に含む）

時間当たり温水使用量想定のため時間当たり
の洗車利用車両想定台数をご提示願います。

添付資料9にて、1日当たり最大として、木曜
日は75台の搬入車両が想定されますが、美幌
町からの搬入車両を除くと31台、午前中に14
台、午後17台の搬入を想定しています。時間
当たりにすると午前は14台÷3時間＝約5台/時
間、午後は17台÷4.75時間＝約4台となりま
す。

98 82 第２章 ３ (11)
オ　タイヤ洗浄設備
（建築工事に含む）
(ｴ) 特記事項

dに「冬季は使用しない」とありますが、具体
的な期間をご教示いただけますでしょうか。

降雪、凍結期は使用しないことから、概ね12
月中旬から3月中旬を見込んでいます。

99 82 第２章 ３ (11)
ク　保護具類、エア
シャワールーム、更
衣室等

エアシャワールームの工事所掌はプラント工
事か建築工事かご教示願います。

プラント所掌です。建築工事所掌と記載がな
い項目は原則すべてプラント所掌としてくだ
さい。

100 86 第２章 ４ (1)
イ　電気方式
(ｳ) 配電方式及び電圧
f操作回路

交流単相2線式　100V、直流　100Vのご指定
ですが、PLC（シーケンサー）を用いた制御回
路で一般的な　直流　24V　の採用を提案可能
と考えてよろしいでしょうか。

提案を可とします。

101 86 第２章 ４ (1) ウ　高圧引込設備
高圧引込他の配管・ハンドホールの工事所掌
はプラント工事か建築工事かご教示願いま
す。

プラント工事とします。

102 91 第２章 ４ (1)
キ　非常用電源設備
(ｱ) 非常用発電機

１炉立上を可能とするご指定ですが、１炉で
自立運転が可能な容量の発電設備を提案しな
い場合は、その利便性は限定的ですので、災
害時の非常用発電機によるプラントの運転内
容については、提案によるものとしていただ
けないでしょうか。

仕様書の通りとしてください。



公募要領等に関する質問回答

令和　8年　9月　11日
2 発注仕様書に対する質問

№ 頁 大項目 中項目 小項目 項目名 質問内容 回答

103 91 第２章 ４ (1)
キ　非常用電源設備
(ｱ) 非常用発電機

「本設備により１炉を立ち上げた後、72 時間
以上処理を継続するものとする。」とあります
が、標準的な非常用発電機の連続運転時間が
72時間であるため、炉の案全停止から再立上
げ・立下げまで含む連続運転時間を72時間と
していただけないでしょうか。

仕様書の通りとしてください。

104 92 第２章 ４ (1)

キ　非常用電源設備
(ｱ) 非常用発電機
c　発電制御装置
(d)　特記事項ⅱ)

手動調整機能を設けるようご指示があります
が、非常用発電機の自動電圧調整装置は、完
全自動が―般的で、手動による外部調整機能
付きの採用は困難です。自動のみの提案は可
能でしょうか。

提案を可とします。ただし、必要な機能及び
信頼性が確保されることを前提とします。

105 93 第２章 ４ (1)

キ　非常用電源設備
(ｱ) 非常用発電機
d　発電機遮断器盤、
励磁装置盤
(c)　主要機器
ⅵ)　自動同期投入装
置

本施設は系統連系を行わないので、本装置は
不要と考えてよろしいでしょうか。

提案を可とします。ただし、必要な機能及び
信頼性が確保されることを前提とします。

106 93 第２章 ４ (1)

キ　非常用電源設備
(ｱ) 非常用発電機
d　発電機遮断器盤、
励磁装置盤
(d)特記事項 ⅰ)

手動調整機能を設けるようご指示があります
が、非常用発電機の自動電圧調整装置は、完
全自動が―般的で、手動による外部調整機能
付きの採用は困難です。自動のみの提案は可
能でしょうか。

提案を可とします。ただし、必要な機能及び
信頼性が確保されることを前提とします。

107 93 第２章 ４ (1)
キ　非常用電源設備
(ｳ) 直流電源設備

廃熱蒸気タービン発電を行わない焼却施設の
高圧受変電設備では、制御電源は交流電源が
採用可能です。この場合、直流電源装置は不
要となり、無停電電源の必要な蓄電池容量も
小さくなるので、蓄電池を内蔵した交流無停
電電源装置の採用が、施設規模から最適と考
えます。この構成を提案してもよろしいで
しょうか。

提案を可とします。ただし、必要な機能及び
信頼性が確保されることを前提とします。

108 96 第２章 ４ (2)
イ　計装制御計画
(ｳ) 自動制御機能

給排水関係運転制御の設計・工事所掌はプラ
ント工事か建築工事かご教示願います。

設計は全て設計・プラント設備工事業者の所
掌とします。
工事については、建築に関する範囲は土木・
建築工事業者の所掌とします。

109 96 第２章 ４ (2)
イ　計装制御計画
(ｳ) 自動制御機能

建築設備関係運転制御の設計・工事所掌はプ
ラント工事か建築工事かご教示願います。

設計は全て設計・プラント設備工事業者の所
掌とします。
工事については、建築に関する範囲は土木・
建築工事業者の所掌とします。

110 100 第２章 ４ (2)
オ　データ処理装置
(ｱ) データロガ

データロガについては、その重要性から、事
務所ではなく、中央のオペレータコンソール
兼用とし、そのデータを必要に応じてデータ
処理端末に取り込む構成を提案してもよろし
いでしょうか。

提案を可とします。ただし、オペレータコン
ソール等の必要な機能及び信頼性が確保され
ることを前提とします。

111 101 第２章 ４ (2)
ク　保全情報管理シ
ステム

本システムは、配置の省スペース化と利便性
向上の観点から、データ処理装置のデータ処
理端末に内蔵する提案としてもよろしいで
しょうか。

提案を可とします。ただし、オペレータコン
ソール等の必要な機能及び信頼性が確保され
ることを前提とします。

112 103 第２章 ５ (1)
ア　計画概要
(ｵ)　測量及び地質調
査

(ｱ)dおよび(ｵ)aに記載の測量は、土木・建築工
事の施工に必要な測量を示すものであり、土
木・建築工事の実施設計は、発注仕様書の添
付資料に示された測量図に基づき行うとの認
識でよろしいでしょうか。

仕様書に記載のどおり土木建築工事の設計に
必要であれば別途測量を実施することを妨げ
るものではありません。

113 103 第２章 ５ (1)
ア　計画概要
(ｵ)　測量及び地質調
査

(ｱ)eおよび(ｵ)bに記載の地質調査について、添
付の地質調査資料以外の調査資料があればご
提供いただけないでしょうか。

「追加添付資料３　地質調査委託報告書」の
通りです。

114 103 第２章 ５ (1)

ア　計画概要
(ｶ) 掘削工事（別途本
組合が発注する工
事）

掘削工事の工法（山留等）は設計で計画する
のかご教示願います。

掘削工事の仮設工法は指定仮設・任意仮設を
明らかにして設計で計画してください。
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115 103 第２章 ５ (1)

ア　計画概要
(ｶ) 掘削工事（別途本
組合が発注する工
事）

掘削工事（別途本組合が発注する工事）につ
いて、具体的な工事内容および範囲をご教示
ください。

別途発注する掘削工事の仮設工法並びに掘削
方法、掘削量、埋戻し量など積算に必要とな
る設計をお願いします。

116 104 第２章 ５ (2) ア　全体計画

(ｿ) 本施設の炉室、非常用発電機室等の油使用
室のうち、漏洩の可能性があるところ等は防
爆仕様とする。（「電気設備に関する技術基準
を定める省令」を参照。）」とありますが、防
爆仕様の要否および範囲は、漏洩する可能性
のある物質や数量等を踏まえ、実施設計時に
協議のうえ決定するものとさせていただけな
いでしょうか。

実施設計時に協議の上、最終的に決定するも
のとしますが、費用算定にあたり、必要と想
定される箇所は考慮してください。

117 106 第２章 ５ (2) ウ　工場棟平面計画

「(ｹ) 作業員が使用する浴室は工場棟内に設置
し、炉室からできるだけ最短ルートで入室で
きる場所に配置する。」とありますが、更衣室
との動線等の諸条件を総合的に考慮し、浴室
の配置は提案によるものとしていただけない
でしょうか。

ご提案を可とします。

118 113 第２章 ５ (2)
ケ　工場棟の主な専
用室の概要
(ｿ)　非常用発電機室

「非常用発電機室」とありますが、非常用発
電機を屋外仕様とし、屋外設置を検討しても
よろしいでしょうか。

積雪の影響及び騒音等を考慮し、屋内設置と
してください。

119 115 第２章 ５ (2) シ　環境学習機能
環境学習設備について、設計は設計・プラン
ト設備工事業者の所掌とし、施工は建築工事
業者の所掌との認識でよろしいでしょうか。

原則ご理解の通りです。
展示物については、設計・プラント設備工事
業者にお願いします。

120 123 第２章 ５ (5)
カ　その他工事
(ｹ) インターネット設
備及びサーバー設備

サーバの仕様、容量については十分な余裕を
見込むとありますが、想定する仕様があれば
ご教示願います。また、組合様及び運営・維
持管理業者双方分の設置が必要でしょうか。

なお、現在本組合は網走市役所庁舎内に事務
室があり、網走市のサーバーを使用させて頂
いていますが、施設供用開始し、美幌町へ移
転後も通常のWiFi機器さえあれば引き続き使
用することが可能となっています（引き続き
網走市のサーバーを使用し続けるかは確定し
ていません）。
また、焼却処理施設の管理運営上必要なサー
バーの設置（運営者の事務所分を含む）も必
要と思いますので、ご提案ください。
なお、提案時には仕様は貴社の経験からご提
案ください。

121 添付資料2 敷地平面図 敷地平面図のCADデータを送付願います。
「追加添付資料２　CAD現況平面図」の通り
です。

122 添付資料2 敷地平面図

美幌下水終末処理場で使用する既設井戸は、
工事期間中も取水を継続するため残置すると
ありますが、敷地内の別の場所に代替井戸を
新設し、同処理場へ井水を供給する計画とし
てもよろしいでしょうか。また、既設井戸の
仕様、配管ルート等の資料をご提示くださ
い。

代替井戸の新設は可能です。ただし、施工に
あたっては下水終末処理場との事前協議が必
要となります。
既設井戸を残置する場合は、施設完成後にお
ける既設井戸の維持管理に支障が生じないよ
う考慮のうえ計画してください。
なお、いずれの場合におきましても、下水終
末処理場への井水供給が途切れることのない
ようご留意ください。
既設井戸の仕様等の資料につきましては、
「追加添付資料2　美幌町下水終末処理場井
戸」のとおりです。

123 添付資料2 敷地平面図

別途発注予定の搬入道路について、焼却施設
の建築確認申請時には建築基準法上の接道と
して認められ、建築工事の完了検査時までに
は同法上の道路として供用開始されるとの認
識でよろしいでしょうか。

確認申請時には、当該搬入道路（国道から建
設地までの道路）は道路法の道路として町道
認定され、建築工事の完了検査前までに供用
開始の予定です。

124 添付資料2 敷地平面図
宅盤造成等の土木設計を合理的に行うため、
事業地の現況地盤レベルおよび高低差が確認
できる測量図等の資料をご提供ください。

「追加添付資料２　CAD現況平面図」の通り
です。



公募要領等に関する質問回答

令和　8年　9月　11日
2 発注仕様書に対する質問

№ 頁 大項目 中項目 小項目 項目名 質問内容 回答

125
添付資料

10
17

第2章 第3節 3.24 契約金額の変更

様式集　様式第13号（別紙3）には最終処分場
までの運搬に係る費用や各種定期検査・分析
の費用などを計上する欄がございませんが、
運営上、必要な費用を追記してよろしいで
しょうか。

追記願います。

126
添付資料

10
27

第5章 第1節 1.7 余熱利用

将来的に美幌下水終末処理場への熱供給をす
る場合、維持管理に係る費用については本施
設の運営・維持管理事業者の所掌範囲外とい
う認識でよろしいでしょうか。

当敷地内における設備は本施設の運営・維持
管理の所掌範囲です。

127
添付資料

11
1

第１ １ (１)
管理技術者の配置と
資格要件

配置技術者として一級建築士を配置するとあ
りますが、プラント設計工事範囲外と考えて
よろしいでしょうか。

設計もあるため、設計・プラント設備工事の
範囲内とします。

128
添付資料

11
1

第１ ２ (２) 追加業務 追加業務の定義をご教示願います。

本業務における「追加業務」とは、国土交通
省の「標準業務仕様書」の分類に基づき、基
本となる設計業務（一般業務）に加えて、本
業務範囲（所掌）として指定する業務（積算
業務、各種申請手続き等）を指します。
なお、「(1)一般業務」および「(2)追加業務」
はすべて本業務の範囲に含みます。

129
添付資料

11
3

第１ ５ (４) その他

「⑤ 積算基準等に記載のないものについて
は、専門業者から見積書（3 社以上、見積比較
表添付）を徴収し勘案して設定すること」と
ありますが、受注者独断の判断で見積りを聴
取してよろしいでしょうか

ご理解の通りですが、見積書については、地
元流通価格の見積り徴取願います。

130
添付資料

11
建築設計特記仕様書

設計業務の範囲には「工事費概算」、追加業務
には「工事費の積算」とありますが、当該
「工事費概算」は「工事費の積算」と同一の
業務を示すとの認識でよろしいでしょうか。

工事費の積算は工事発注用の積算業務であ
り、工事費概算は積算前に工事費を概算する
ものです。

131
添付資料
11、12

建築設計特記仕様書
土木（下水道・水道
含む）特記仕様書

当該設計仕様書は、貴組合が標準的に使用す
る仕様書であり、本事業の具体的な設計業務
の内容および範囲については、今回の発注仕
様書に基づき、受注後に協議のうえ決定する
との認識でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです

132
添付資料

13
地下水分析結果（速
報）

地下水の水質分析結果について、SS、BOD、
COD、シリカ、カルシウム、全硬度、塩化物
イオン、電気伝導度、濁度、色度およびpH等
の分析結果も併せてご提示ください。

「追加添付資料５　井戸水水質検査結果」の
通りです。

133
添付資料

13
地下水分析結果（速
報）

添付資料13の地下水分析結果（速報）につい
て、詳細版では、各種イオン濃度、硬度、電
気伝導率等のデータを提供いただけますで
しょうか。

「追加添付資料５　井戸水水質検査結果」の
通りです。



公募要領等に関する質問回答

令和　8年　9月　11日
3 優先交渉権者選定基準に対する質問

№ 頁 大項目 中項目 小項目 項目名 質問内容 回答

1 6 第３章 ２ (2)
表4　技術審査の審査
項目、審査の視点及
び配点

本施設での受入れが想定される海洋生物につ
いて、想定発生月・最大搬入量（kg/日など）
をご教示ください。

斜網地区は流氷の影響や湖の結氷で冬期休漁
（1月〜3月頃）となり、それ以外の時期に発
生します。
また、赤潮の影響による大量死など、大きく
増減が伴います。
過去の処理実績や新施設に期待される処理量
はNo.2の回答のとおりです。

2 6 第３章 ２ (2)
表4　技術審査の審査
項目、審査の視点及
び配点

海洋生物(ボラ、フグ、クラゲなど)の記載がご
ざいますが、過去の処理実績または新施設に
期待される処理量をご教示いただけますで
しょうか。

網走市の昨年度受入実績は20ｔ程度となりま
すが、No.1の回答のとおり、大きく増減が伴
います。
期待される処理量につきましては、可能な範
囲で焼却処理したいと考えており、例えば対
面的対話の際に処理方法と対応可能処理量、
コスト等を提示いただけると幸いです。



公募要領等に関する質問回答

令和　8年　9月　11日

4 様式集に対する質問

№ 様式 大項目 中項目 小項目 項目名 質問内容 回答

1 第2号
JVでの申請でない場合、事業者名のみとし、
商号又は名称を省略してよろしいでしょう
か。

「事業者名」と「商号又は名称」は同一とし
てください。

2 第2号 ５ 連絡先 押印は認印でよろしいでしょうか。 お見込の通りです。

3
第2号

第4号[1/2]

「斜網地区廃棄物処理組合競争入札参加資格
者名簿」への登録申請時、受任者として支店
を登録した場合、参加できるのは支店のみと
いう認識でよろしいでしょうか。

受任者登録を行っていたとしても、入札参加
資格が支店にも及ぶというだけで、本来登録
を行っている者（本社等）の参加資格が失わ
れるものではないと考えます。

4
第2号

第4号[1/2]

両様式に右上の提出者情報記載欄、右下の
「５　連絡先」の記載欄がございますが、
支店等での参加の場合には、提出者情報記載
欄には支店等の情報を記載し、「５　連絡
先」には担当者名と担当者所属の事務所情報
（本店又は支店等）の情報を記載する認識で
よろしいでしょうか。
もしくは、提出者情報記載欄には本店の情報
を記載し、「５　連絡先」には支店等の代表
者情報等を記載する認識でよろしいでしょう
か。
また、「５　連絡先」の押印欄について、後
者の場合は支店長印が考えられますが、前者
の場合は個人印を押印する認識でよろしいで
しょうか。

上段には参加する事業者の情報を記載いただ
き、下段の連絡先には主として窓口となる担
当者の情報を記載下さい。
連絡先の押印欄については、個人印を押印し
てください。

5 第4号[1/2]
JVでの申請でない場合、事業者名のみとし、
商号又は名称を省略してよろしいでしょう
か。

No.1の通りです。

6 第4号[1/2] ５ 連絡先 押印は認印でよろしいでしょうか。 No.2の通りです。

7 第4号[2/2] ６ 添付書類　①③⑤⑩
①③⑤⑩の各種証明書等について、原本が必
要か写しでも良いのか認識をご教示いただけ
ないでしょうか。

③⑩は写しで構いませんが、①⑤は原本の提
出をお願いします。

8 第4号[2/2] ６ 添付書類　②

使用印鑑届は支店・営業所等で参加をする場
合等にのみ提出する認識でよろしいでしょう
か。
また、支店・営業所等で参加をする場合に提
出が必要な書類は使用印鑑届以外にございま
すでしょうか。

ご理解のとおり、通常は支店・営業所等が参
加する場合に使用する印鑑を届出するものと
なります。
その他、支店・営業所等が参加する場合に必
要な書類として、No.12の質問回答のもの等が
考えられます。

9 第4号[2/2] ６ 添付書類　④
会社案内のパンフレット添付でよろしいで
しょうか。

可とします。

10 第4号[2/2] ６ 添付書類　④
会社概要は会社パンフレット、もしくは会社
HPの会社概要部分を提出する認識でよろしい
でしょうか。

No.9の通り可とします。

11 第4号[2/2] ６ 添付書類　⑦及び⑨

⑦及び⑨を証明する書類として、「特定建設
業の許可について（通知）」又は「建設業許可
証明・確認書」のどちらかを提出する認識で
よろしいでしょうか。
また、1枚で⑦及び⑨の両方を証明できると考
えますが、添付は⑦に添付し、⑨は省略する
形でもよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

12 第4号[2/2] ６ 添付書類　⑦及び⑨
支店・営業所等で参加をする場合に、営業所
一覧の添付は必要でしょうか。

営業所一覧の添付は必須となります。

13 第4号[2/2] ６ 添付書類　⑧
「誓約書」とは、「様式第7号-2」を指してい
るという認識でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

14 第4号[2/2] ６ 添付書類　⑩
「一級建築士事務所登録証明書」の提出を予
定しておりますが、提出日から３か月以内等
の交付日の指定はございますでしょうか。

特段の指定は無く、3か月以内の交付日であれ
ば問題ありません。
ただし、極端に古い交付日である場合は提出
前にご相談下さい。



公募要領等に関する質問回答

令和　8年　9月　11日

4 様式集に対する質問

№ 様式 大項目 中項目 小項目 項目名 質問内容 回答

15 第4号[2/2] ６ 添付書類　⑪
様式第7号-3誓約書という認識でよろしいで
しょうか。

ご理解の通りです。

16 第4号[2/2] ６ 添付書類　⑪

監理技術者を専任配置できることの証明とし
て、「様式第7号-3　技術者の配置に係る誓約
書」以外の必要書類がありましたらご教示い
ただけないでしょうか。

特にありません。

17 第4号[2/2] ６ 添付書類　⑬
具体的な証明書類を提示いただけないでしょ
うか。

No.19の通りです。

18 第4号[2/2] ６ 添付書類　⑬

「※」内に「関係資料に基づき説明できるこ
と。」とありますが、別途説明の機会が設けら
れているということではなく、添付する関係
資料で説明できる状態であればよいという認
識でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

19 第4号[2/2] ６ 添付書類　⑬

「廃棄物処理施設整備国庫補助事業に係るご
み処理施設性能指針」に示すⅣ(以降、Ⅳとす
る。)への適合について、規定されている各項
目ごとに証明する書類を添付する場合、直接
的にその項目を証明する書類がないことも考
えられ、当社施工の施設(地方公共団体等管理)
に依頼し、Ⅳへの適合を証明する書類をいた
だき、その書類をもって、本要件を満たす書
類としていただく認識でよろしいでしょう
か。
また、お認めいただける場合、地方公共団体
等がⅣへの証明する当該書類以外に添付が必
要なものがございましたらご教示いただけな
いでしょうか。
上記がお認めいただけない場合、契約書の写
し、発注仕様書等で同指針へ適合を求める旨
の記載部分抜粋(個別の項目ごとへの適合部分
はなし)、竣工証明書での本要件の証明をお認
めいただけないでしょうか。

交付金を受けて竣工している施設であれば、
交付要件のひとつとして「性能試験を満足し
ている」があるため、交付対象事業で整備し
た施設の契約書の写し、発注仕様書等で同指
針へ適合を求める旨の記載部分抜粋（個別の
項目ごとへの適合部分はなし）、または竣工証
明書を提出願います。

20 第4号[2/2] ６ 添付書類　⑬

「廃棄物処理施設整備国庫補助事業に係るご
み処理施設性能指針」に示すⅣの「（３）安定
稼働」に記載の「連続運転式ごみ焼却施設
は、一系列当たり九〇日以上連続して安定運
転が可能」の項目については、間欠運転式ご
み焼却施設と異なり、九〇日間の間に計画停
止があった場合は、カウントが途切れるとい
う認識でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

21 第6号 委任状（代理人）
支店・営業所等で参加をする場合提出が不要
という認識でよろしいでしょうか。

代表者本人が参加表明等を行う場合は提出不
要になります。

22 第7号-1
「公募要領　第３章
２(3)⑬」に規定する
設計・施工の実績

「施設の概要がわかる書類」として、竣工済
の施設はパンフ等を添付、未竣工の施設は入
札説明書等の施設規模等が記載されたページ
を抜粋したものを添付する認識でよろしいで
しょうか。

ご理解の通りです。

23 第7号-1
「公募要領　第３章
２(3)⑬」に規定する
設計・施工の実績

「上記の実績が循環型社会形成推進交付金を
対象に施工していることが確認できる書類」
とは、循環型社会形成推進交付金サイト（環
境省）の内示情報に掲載されている内示情報
の表紙及び該当部分を抜粋したものの写しを
添付する認識でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。



公募要領等に関する質問回答

令和　8年　9月　11日

5 建設工事請負契約書（案）に対する質問

№ 頁 条 項 号 項目名 質問の内容

1 ３ 第25条
（請負代金額の変更
方法等）３

業者見積を採用することができますか

請負代金額の変更方法等については、プラン
ト設備工事を施工する段階において、予期せ
ぬ事態が生じた際に協議した上で設計変更を
判断するものです。その際の金額算定は見積
もりでも構いません。

2 ４ 第40条
（債務負担行為等に
係る契約の特則）

「各会計年度における請負代金の支払いの限
度額（以下「支払限度額」という。)は、次の
とおりとする。」とありますが、支払い限度額
の設定は設けられていますでしょうか。支払
い限度額の設定がされている場合は、請負金
額率でも結構ですので、ご教示いただけます
でしょうか。

優先交渉権者決定後、事業者の工程に合わせ
て支払限度額を設定する想定となります。
優先交渉権者決定の後、数週間後には仮契約
を締結することとなりますので、各年度の出
来高見込みの算出をお願いします。


